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在越日系企業におけるベトナム人中間管理職の現状と課題
Current Situations and Issues of Vietnamese Middle Manager of 
Japanese Corporation in Vietnam
寺崎　克志
（Katsushi TERASAKI）
【要　約】
本稿の目的は、ベトナム、とくに首都ハノイにおける日系企業のベトナム人中間管理職に関
する現状と課題について、効率賃金に関する部分均衡モデルを念頭において明らかにすること
である。最初に、中間管理職を含む拡張モデルにおいて効率賃金仮説に関するSolow（1979）条
件が依然として有効であることを証明する。したがって、一般労働者の実質賃金率に関する労
働効率の弾力性が１であるという条件は、中間管理職の給与に関する労働効率の弾力性に対し
ても適用される。日系企業はベトナム人労働者や管理職による転職に関する諸問題を抱えてい
る。さらに、ベトナム人中間管理職、とくに日本語に堪能な人材の不足を痛感している。現地
インタビューと資料解析を通じて、最後に、ベトナム人中間管理職が日系企業間で転職するこ
とを防止するための提言を行う。
キーワード：中間管理職、効率賃金、日系企業、ソロー条件、労働効率の実質賃金に関する
弾力性
【Abstract】
The purpose of this paper shows the current situations and issues of Vietnamese middle 
manager of Japanese corporation in Vietnam, especially in Hanoi, with the partial equilibrium 
model of efficiency wage.  In this article the Solow condition is still effective even with the 
extended model including middle managers so that the condition of unity labor efficiency 
elasticity with respect to workers’ wage rate is applied to salary of middle managers as well. 
Japanese corporations have some problems about job-hopping by Vietnamese workers and 
managers, moreover they feel shortage of Vietnamese middle managers, and especially who 
speak Japanese.  We make some proposals for preventing Vietnamese middle managers in 
Japanese corporations from job-hopping.
Keyword：Middle manager, Efficiency wage, Japanese corporation, Solow condition, Elasticity 
of labor efficiency with respect to real wage
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１．はじめに 1
中間管理職に関する経営理論分析は、主にゲ
ーム論的フレームワークを用いて展開されてい
る2。経営者、中間管理職、一般労働者はそれぞ
れの効用の最大化を目指して戦略を考える。ゲ
ーム論を用いる利点は各段階での戦略を明示で
きることにある。各段階で２者択一の戦略を選
べば、２に段階の数を冪数としただけのペイオ
フが得られる。こうした分析には各プレーヤー
の意思決定が明確になるというメリットがある
が、一方で数量決定のような２者択一ではない
意思決定の議論には不向きである3。本稿では、
生産量、賃金水準、利潤額、雇用量などを連続
量とするモデルを用いて、中間管理職に関する
諸問題を論じる。とくに、経営者と労働者とい
う２階層で効率賃金を論じたSolow（1979）条
件が、中間管理職を含む複数階層の企業経営形
態に拡張したモデルにおいても修正を受けない
ことを証明する4。あるいはSolow（1979）条件
が修正を受けない中間管理職モデルを明示す 
る5。ここで援用する効率賃金仮説は寺崎
（2008）で紹介した文献以降も、欧米ではその
数は日本の文献数と比べると天と地の差がある
ほど枚挙に遑がない。
このモデルを用いて、ベトナム日系企業の中
間管理職採用においてどのような問題が生じて
いるのかをSolow（1979）条件を用いて提示す
ると同時に、そのような問題が生じている背景
についても議論する6。まず、次の第２節では、
本稿で議論する中間管理職を含む効率賃金に関
する一般モデルを提示する。このモデルは汎用
モデルで、ベトナム日系企業に限定されるもの
ではない。第３節では、日系企業の経営者サイ
ドの視点から、利潤最大をもたらす一般労働者
の効率賃金と雇用者数に関する１階の条件を導
出し、中間管理職を含むモデルにおいても
Solow（1979）条件が修正を受けないことを証明
する。更に、中間管理職の効率賃金と雇用者数
に関して利潤最大の１階の条件を導出し、効率
賃金理論を中間管理職を含むモデルに拡張して
も、Solow（1979）条件が修正を受けないことを
証明する。これをさらに拡張し、企業組織階層
が数階層存在する一般的なモデルでも、Solow
（1979）条件が修正されないことを証明する。
第４節では、前節まで議論した一般的な効率賃
金モデルを念頭において、ベトナム人中間管理
職の現状と課題について論じる。特に中間管理
職のjob-hoppingを防止するための終身雇用賃
金モデルを定式化し、中間管理職の不足を課題
としている日系企業においてSolow（1979）条
件が満たされていない状況を不等式を用いて明
示する。その背景を日系企業の直接投資動向と
ベトナムにおける日本語学習状況のギャップと
それを調整するためのタイムラッグに求め、中
間管理職の研修に関する諸問題を前節の効率賃
金モデルを研修費用を含むモデルに拡張して、
中間管理職の賃金と研修費用とは利潤最大とい
う観点からは同等の操作変数であることを示
す。最後の第５節ではベトナム日系企業におい
て発生しているいくつかの課題を解決するため
の方策が、日系企業経営者による中間管理職の
研修費用の賃金化とJICAや国際交流センター
などによる在ベトナム日本語学校の初等・中等
教育を受けるベトナム人生徒を対象とした日本
語学習の助成にあることを提示する。
２．モデル・ビルディング
ベトナムで企業活動を行う日系企業を想定す
る。ただし、ベトナムを日本以外の外国に置き
換えてもモデルの一般性は失われない7。まず
企業活動を行う組織の階層（hierarchy）を三段
階に分ける。第１段階は経営方針を決定し、第
２段階の中間管理職に伝える8。第1段階の使用
言語は日本語であり、第２段階の中間管理職は
ベトナム語を母国語とする。第１段階から第２
段階への業務通達は、日本語または英語で行わ
れる。一般的なモデルとしては、第１段階から
第２段階への情報伝達は、少なくとも一方の段
階の企業人にとって、外国語が使用される。経
営者が日本人、中間管理職がベトナム人である
とすれば、日本語を業務言語として使用すれ
ば、中間管理職にとっては外国語となり、英語
を業務言語として使用すれば、両者にとって外
国語となる。いずれにしても、通常の中間管理
職モデルに、language barrierが付加される。
ある日系企業の実質生産量をXとし、労働以
外の他の生産要素は与件として捨象し、生産関
数を以下のように設定する。
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（1） X = X (α1 (w1, A1) N1),
 X’≡dX/d (α1N1) > 0,
 X”≡dX’/d (α1N1) < 0.
上式でα1は一般労働者の生産性関数であり、
その生産性は一般労働者の実質賃金水準w1と
中間管理活動A1に依存する9。物価水準につい
ては、本稿の議論の対象外なので、名目賃金を
物価水準で除した実質賃金において物価水準は
与件として考慮されている。
A1は主につぎの２つの要因によって、一般労
働者の生産効率を高める。
①中間管理職が一般労働者を監督し、効率的
な生産を行うように指示を与える。
②日本人の上司からの業務命令を正確に、適
切に一般労働者に伝達する。
N1は一般労働者数である。したがって、実質
生産量は、一般労働者の効率単位で測った労働
量α1N1に依存する。一般労働者の生産性が上
昇すれば、効率単位で測った一般労働量は増加
する。効率単位で測った一般労働者の限界生産
力は正（X’>0）で、逓減すること（X”<0）を
仮定する。また効率賃金仮説を援用し、実質賃
金に関する一般労働者の生産性の偏導関数αw1
は正であることを仮定する10。すなわち、
 αw1≡∂α1 /∂w1 > 0.
ここで実質賃金w1を引き上げると、以下の
理由により、一般労働者の生産性を上昇させ
る。
①労働力を効率的に供給するための生活向上
に支出可能となる資金が増加する。（生活賃金
仮説）11
②農業、自営業、公務員などの最低賃金水準
からの上方乖離が大きくなり12、解雇による損
失が高まるため、解雇のリスクを高め、解雇理
由となる懈怠が減少する。（shirking仮説）13
③他企業との賃金格差が広がり、job-hopping
が 防 止 さ れ、OJTの 効 果 が 蓄 積 さ れ る。
（turnoverモデル）14
④求人時に生産性やモラルの高い労働者を採
用できる。（逆選択モデル）15
⑤一般労働者は相場よりも高い賃金を与えら
れることに対して、より効率的な労働の供給に
よって応える。（sociologicalモデル）16
また、中間管理職による一般労働者の指導・
管理のレベルA1に関する一般労働者の生産性
の偏微分係数αA1も正であることを想定する。
すなわち、
 αA1≡∂α1 /∂A1 > 0.
ここで、一般労働者と中間管理職は同国人であ
り、経営者は外国人であるので、一般労働者と
中間管理職の間には共謀や馴れ合いによるモラ
ルハザードが生ずる可能性がある。そこで、A1
に関しては、そうならないための以下の装置が
想定される。すなわち、
（2） A1 = A1 (α2 (w2) N2),
 A’1≡dA1 / d (α2N2) > 0,
 A”1≡dA’1 / d (α2N2) < 0,
は中間管理職による一般労働者の管理効率関数
であり、効率単位で測った中間管理職の労働量
α2N2に依存する。ここで、中間管理職の労働量
の増加により、管理効率は上昇し（A’1>0）、そ
の上昇の程度は逓減する（A”1<0）と想定する。
また、N2は中間管理職労働者数、α2は中間管理
職の生産性、w2は中間管理職の賃金である。
（2）において、中間管理職の人員が増加する
と、管理効率が上昇する要因は、主につぎの２
つの項目にまとめられる17。
①一般労働者全体を幾人かの中間管理職で分
割して監督可能となるため、監視の目が届きや
すくなる。
②丁（1996）が指摘するように中間管理職の
職能分化が可能となり、適材適所による管理効
率の向上が実現する。
すなわち、中間管理職にも多様性があり、そ
れぞれ得意とする管理内容に特化することによ
り、より効率的な管理が可能となる18。多くの
種類の管理能力において優れている人材や、そ
の逆に、日本語能力に劣り、多くの管理能力に
おいて劣位にある人材が混在していたとして
も、比較優位の原理にもとづき、中間管理職全
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体として適切な管理効率の実現が可能となる19。
また、こうした経営方式は十川（2000）が論ず
るような、組織の活性化にもつながる。また、
実質賃金に関する中間管理職の生産性の微分係
数αｗ2は正で、逓減することを仮定する。すな
わち、
 αｗ2≡dα2/dw2 > 0,
 dαｗ2/dw2 < 0.
３．ソロー条件の導出
以上より、Solow（1979） conditionを導出す
る。まず、実質利潤（経常利益）πを次のよう
に定義する20。
（3） π≡X－ΣwiNi－rK,　i=1, 2.
ここで、Kは人件費以外の生産要素量の列ベク
トル、rはそれらの実質価格の行ベクトルであ
る。πは在越日系企業の税引き前の利潤で、日
本人経営者の報酬は考慮されていない。一般労
働と中間管理職に関する短期的な利潤最大化を
議論するためrKは所与とする。まず、日本人経
営者の視点から、一般労働者に関する利潤最大
の１階の条件を求める21。一般労働者数N1に関
しては、
（4） ∂π/∂N1 =α1X’－w1 = 0,
すなわち、一般労働者の効率単位で測った労働
の限界生産力X’が効率単位で測ったその実質
賃金w1/α1に等しいことが（4）の条件で、か
りに、
 α1 = 1，
であれば、限界生産力説そのものである22。
図1に（4）の条件が図示されている。（1）に
示したように日本人経営者の視点から、効率単
位で測った一般労働量に関して凹関数を想定し
ているため、上方に凸の図形が描かれている。
縦軸は実質生産量、横軸は効率単位で測った一
般労働量である。すなわち、利潤最大の均衡点
において、効率単位で測った労働の限界生産力
X’（生産関数上の接戦の傾き）が一般労働者の
賃金総額をその効率単位で測った労働量で除し
た値に等しくなっている。すなわち、（4）の利
潤最大の均衡条件より、
 X’ = w1N1 /α1N1.
また、一般労働者の実質賃金に関しては、
（5） ∂π/∂w1 = N1X’αw1－N1 = 0,
すなわち、賃金引き上げによる一般労働者の生
産性向上に基づく生産増加（限界収入N1X’αw1）
と企業の支出増加（限界費用N1）の均等が（5）
の均衡条件である。ここで留意すべきことは、
一般労働者の効率賃金が、ベトナム政府によっ
て毎年のように改訂される最低賃金や労働市場
における均衡賃金水準とは独立に決定されるこ
とである23。こうした労働市場の需給均衡とは
かかわりなく効率賃金が決定されることからベ
トナム経済の農業部門や自営業部門において膨
大な非自発的失業が温存されることになる24。
この賃金設定が一般労働市場の賃金よりも高い
ために、日系企業のストライキが他の外資系企
業、とくに韓国系企業や中国系企業と比較する
と相対的に少ないことは、関戸（2006）が指摘
している。
ただし、（5）で設定される効率賃金が一般労
働者の留保賃金より高いことが必要条件であ 
る25。あるいは、（5）で設定される賃金が留保
賃金よりも低ければ、そもそも労働供給がゼロ
となる。つぎに、（4）と（5）から効率単位で
測った一般労働者の限界生産力X’を消去する
と、以下のSolow（1979）条件が得られる。
X
X’
0
α1N1
w1N1
α1N1
図１　生産関数
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 αw1w1 /α1 = 1,
すなわち一般労働者の労働効率（労働生産性）
α1の実質賃金に関する弾力性が１という条件
が導出される。この条件は、中間管理職が導入
された本稿の拡張モデルにおいても変更のない
ことが明らかになる。
図２にはN1を所与としたときの一般労働者
の効率関数が描かれている。縦軸に一般労働者
の労働効率性（生産性）、横軸に実質賃金がとら
れている。実質賃金が上昇すると労働生産性も
上昇するが、その上昇の程度は逓減する。図２
の利潤最大の均衡点（α1*, w1*）において、効率
関数の傾きαw1がα1*/w1*に等しくなっている。
すなわち、
 αw1 =α1*/w1*.
図２では、横軸近傍の効率関数は省略されて
いるが、関数の形状全体は日系企業の経営者の
視点から、ロジスティックカーブが想定されて
いる。すなわち、原点の近傍では下向きに凸の
形状が描かれ、賃金水準があまりに低いと、労
働生産性も低下する26。関数の形状自体は、観
察されたものではなく、均衡点の近傍に関する
情報をもとに日系企業の経営者が利潤最大の賃
金水準を設定することになる。そうした情報は
主に、日本商工会などを通じて入手される27。
こうした日系企業中心の団体には競合企業も含
まれるが、ベトナム人労働者に関する情報交換
の場として活用される。さらに、図２には描か
れていないが、賃金があまりにも低い水準で
は、賃金の上昇に対して労働生産性の上昇は逓
増的である。
同様にして、中間管理職に関する利潤最大の
１階の条件を求める。まず、中間管理職者数N2
に関しては、
（6） ∂π/∂N2 = X’N1αA1A’1α2－w2 = 0,
すなわち、右辺第１項の中間管理職の増加によ
る生産の増加（限界収入X’N1αA1A’1α2）が中間
管理職の実質賃金（限界費用w2）に等しくなる
ことがその条件である。中間管理職の増加はそ
の効率α2をかけた大きさで個々の一般労働者に
対する管理効率を高め（A’1α2>0）、最終的に効
率単位で測った一般労働量を増加させ（N1αA1 
A’1α2>0）、生産量の増加（X’N1αA1A’1α2>0）に
影響を与える。
図３は縦軸に管理効率A1を、横軸に効率単
位で測った管理職労働量α2N2をとり、日系企
業の経営者の視点から見た（6）の条件を図示
したものである。（2）で想定したように管理効
率関数は凹関数を想定しているため、上方に凸
の形状となっている。図３において管理効率関
数の傾き（効率単位で測った管理職労働の限界
生産力A’1）が効率単位で測った管理職賃金
（w2/α2）をその生産関数における限界生産力
（X’N1αA1）で評価した値に等しくなっている。
また、中間管理職の実質賃金w2に関しては、
（7） ∂π/∂w2 = X’N1αA1A’1N2αw2－N2 = 0,
すなわち中間管理職の賃金の引き上げは中間管
理職全員の労働効率を高め（αw2>0）、中間管理
職の効率単位で測った労働を増加（N2αw2>0）
させ、一般労働者に対する管理効率を高めて，
α1
w1＊0
α1＊
αw1 w1
図２　一般労働者の効率関数
0
α2N2
α2N2
A1
w2N2/X’N1αA1
A’1
図３　管理効率関数
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（A’1N2αw2>0）、さらに一般労働者の労働効率
を高め（αA1A’1N2αw2）、その結果として生産を
増加させる（X’N1αA1A’1N2αw2>0）。これを中
間管理職の賃金引き上げの限界費用（N2）に等
しくさせることが利潤最大の条件である。
そこで、（6）と（7）から、
（8） αｗ2w2 /α2 = 1,
すなわち、中間管理職の労働効率α2のその実
質賃金w2に関する弾力性が１という条件が導
出される。以上より、一般労働者に関する
Solow（1979）条件と、中間管理職を含む修正モ
デルにおける中間管理職に関する条件とが、同
様の形式で表示されることが証明された。
さらに、この条件は次のように一般化され
る。まず、企業組織階層が最下層の一般労働者
の第１階層から最上層の管理職の第Ｉ階層まで
あるものとする28。だだし管理職の階層数は、
第２階層から第Ｉ階層までのＩ-１である29。
そこで各階層の中間管理職の管理効率関数は、
それぞれ、
（9） A1 = A1 (α2 (w2, A2) N2),
 A2 = A2 (α3 (w3, A3) N3),
 ……………………………
 Aj = Aj (αj+1 (wj+1, Aj+1) Nj+1),
 ……………………………
 AI-1 = AI-1 (αI (wI, AI) NI),
で与えられる。ここで、αiは第ｉ階層の労働効
率（労働生産性）、wiは第ｉ階層の実質賃金水
準、Niは第ｉ階層の労働者数、Ajは第ｊ階層の
中間管理職の管理効率、
 i = 1, 2, …, I; j = 1, 2, …, I-1, 
である。ちなみに、冨田（1991）は中間管理職
を、ジュニアレベル（班長・係長）、ミドルレベ
ル（課長代理・課長）、シニアレベル（部長・工
場長）の３つの階層に分けているが、その場合
には、
 I = 1, 2, 3, 4; j = 1, 2, 3,
となる。こうした階層が持つ役割は、伊藤・森
谷（2009）によると、
①例外問題解決（知識獲得）機能
②情報処理機能
③モニタリング（監視）機能
の３つである。そこで、一般的な利潤の定義は、
（11） π≡X－ΣwiNi,　i = 1, 2, …, I,
となる。Niに関する利潤最大の１階の条件は、
（12） ∂π/∂Ni =αiX’ΠNjΠαAjΠA’j－wi = 0,
 j = 1, 2, …, i-1,
ただし、上式の右辺において、
 αAi≡∂αj /∂Aj,　j = 1, 2, …, i-1,
 A’j≡∂Aj /∂(αj+1Nj+1),　j = 1, 2, …, i-1,
である。同様に、wiに関する利潤最大の１階の
条件は、
（13） ∂π/∂wi =αwiX’ΠNjΠαAjΠA’j－1 = 0,
 j = 1, 2, …, i-1,
ただし、上式において、右辺第１項の係数の定
義は、
 αwi≡∂αi /∂wi,　i = 1, 2, …, I.
かくして、Solow（1979）条件が次のように一般
化される。
（14） αwiwi /αi = 1,　i = 1, 2, …, I,
すなわち、各階層において効率賃金が設定され
ていれば、その階層の管理効率の賃金に関する
弾力性は１に等しい。
４．中間管理職の現状と課題
前節でみたように、一般労働者の賃金設定と
同様に、中間管理職についても効率賃金が、市
場賃金や求職者の留保賃金とは独立に設定され
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る。そのように設定された効率賃金が市場賃金
や留保賃金よりも低水準にあれば、その企業に
対する労働者の応募はゼロとなるので、効率賃
金が市場賃金や留保賃金よりも高いことは、中
間管理職の需給均衡のための必要条件である。
４‒１．中間管理職の現状
ベトナムにおける現地調査では、個別面談に
おいていずれの企業も、一般労働者も中間管理
職も相場よりは多少高めの賃金設定をしている
ことを認めた。社内の賃金規定により、十分に
高い賃金設定を行えない企業においては、年功
序列により、在職年数が長くなれば、それに応
じて賃金水準が上昇し、実質的な賃金水準は相
場よりもかなり高くなることを説明している30。
すなわち、賃金相場をwrとし、年功序列により
在職年数に応じて上昇してゆく在職ｔ年目の賃
金をwtとすると、
（15） {Σ[wt / (1+ρ)t] } / T > wr,
 t = 0, 1, 2, …, T,
という関係がある。ただし、Tは退職までの年
数、ρは将来賃金の割引率で、単純化のため定
率を想定している。こうしたキャリア全体にわ
たる賃金提示はjob-hoppingを防止する上で重
要である31。すなわち、かりに、
 w0 = wr,
であったとしても、年功序列賃金に準ずるよう
な生涯賃金を提示することにより、中間管理職
の管理効率を引き出すことが可能となる。ある
いは、（15）の左辺で提示される年次の賃金水
準が効率賃金のベクトル表示となる。すなわ
ち、
（16） W≡{Σ[wt / (1+ρ)t] } / T,
で定義されるWを、前節で求めた静学的な効率
賃金に対して、生涯賃金を提示した動学的な効
率賃金として設定することができる32。こうし
た日系企業独特のいわゆる日本的経営を具現化
する賃金設定は現在のところ有効であるという
見解を得ることができた33。その有効性は、日
系企業の労働定着率が他の外資系企業と比べ
て、相対的に高いという現地日本人管理職の認
識にも反映されている。
ベトナム人中間管理職に関する当面の課題
は、人材の量的不足にあるという意見に代表さ
れている。不足している最大の理由は、日本語
の学習者が2013年時点で４万人程度であるこ
とに見いだされる。この現状に対する日系企業
の対策と問題は、主につぎの２つに集約され
る。
①中間管理職の不足分は、日本語のできない
人材を採用し、現地日本人管理職が英語で対応
する方式を取っている。英語は両者にとって母
国語ではないので双方とも意思疎通が十分に行
えないという問題がある。
②採用後、職務時間内に日本語研修を行い、
優秀な者を中間管理職としてキャリアアップさ
せる。このとき、キャリアアップからもれた人
材が研修コストを回収する前に離職するという
問題がある。
こうした人材不足は、（8）で示されたSolow
（1979）条件が満たされていないことを意味す
る。すなわち、N2の中間管理職者数が図３で示
されている最適水準より少ないのであるから、
現行雇用水準において中間管理職労働に関する
限界利潤は正、すなわち、
（6）’ ∂π/∂N2 > 0,　⇒　X’N1αA1A’1α2 > w2,
という状況にあり、それゆえ、（8）の均衡条件
は上式のように不等式に置き換えられる。すな
わち、Solow（1979）条件に関しては、以下のよ
うに提示される。
（8）’ αw2w2 /α2 < 1
図４は2011年末、図５は2013年末のベトナ
ムにおける外資系企業の投資残高構成比を縦軸
にとって図示している。これによると日本はい
ずれの時点においても外資企業では第１位にな
っている。しかし、構成比では2011年末では
12%を、2013年末では14%を、それぞれ若干超
える水準で、この２年間に多少差を広げてはい
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るものの韓国系企業や台湾系企業やシンガポー
ル系企業と大差はない。したがって日本語をマ
スターしたとしても、それが評価される外資系
企業（日系企業）は投資残高で見る限り１割を
若干超える程度にすぎない。
日系企業に採用されないリスクを考慮すれ
ば、英語をマスターする方がリスクが少なく、
実際、従来から教育課程における第１外国語は
英語であり、中学校の正式科目として日本語が
加えられたのは2005年のことであり、それ以
降中学校と高等学校で英語を必修科目として、
日本語は第１外国語として、カリキュラム設定
できるようになっている。しかし、国際交流基
金（2014）によると、2011年8月時点で日本語
学習者は中高生全体のわずか0.02%にすぎな
い。したがって、日系企業が日本語能力にこだ
わる限り、ベトナム人中間管理職の人材不足は
永続することになる。そうであるとすれば、日
系企業が選択できるのは（16）の終身雇用賃金
Wを提示して社内教育で日本語能力を高める
方法しかない36。
図6によると日本語教育の中心はその他の学
校教育以外の民間の日本語学校等（24,447人
=52.3%）にあり、初等教育（６歳から11歳）か
ら開始される英語教育によって培われる能力と
比 べ る と、 高 等 教 育（15歳 以 降：16,812人
=36%）前後から開始される日本語教育によっ
て培われる能力は、格段と劣るといわざるを得
ない37。
そこで図７で日本語学習者の推移を2006年
から見ると2009年から2012年の３年間の増加
は1.1倍弱ではあるものの、2006年から2012年
の６年間では1.56倍ほどに増加している。この
2012年の46,762人の内訳と構成比が上の図６
に示されている。
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図４　直接投資残高構成比（2011年末）
（データ）GSO（2013）より作成34
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図５　直接投資残高構成比（2013年末）
（データ）MPI（2014）より作成35
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中等教育 11.8％
高等教育 36％
その他 52.3％
7 5,496
16,81224,447
図６　日本語学習者数（2012年）
（データ）国際交流基金（2014）より作成
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図７　日本語学習者（単位：人）
（データ）大久保（2014）より作成
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これに対して、図８でほぼ同時期の日本の対
越直接投資額を見ると、2005年の168億円から
2013年には3,177億円へと19倍近くの増加を示
している。人材需要と直接投資額の間には単純
な比例関係はないが、両者の増加テンポの間に
は大きな開きが見られ、こうした日本語学習者
数と直接投資額の乖離もベトナム人中間管理職
の人材不足の背景にある。そこで人材不足は日
系企業の企業内研修で補填されることになる。
そうした状況を把握することを目的に、2014年
６月27日から８月８日にかけて日系企業を対
象としてJICAが行ったアンケート調査による
と、アンケート用紙を送付した610社中、116社
から回答が得られた。
図９は中間管理職の研修予算を確保している
日系企業の割合が３分の１を若干超える程度で
しかないことを図示している。３分の２近くの
企業で研修予算を計上していないことは、研修
後のjob-hoppingに対する懸念を反映している
か、単純作業のため研修を必要としないためと
考えられる。
図10の年間研修計画の有無は、図９に対応
している。計画（34%）があれば、予算（35%）
があるのは当然である。ただし、明示的に研修
とうたわずに、業務の一環として、予算計上し
ないまま実質的な研修を行っている日系企業も
存在すると思われる。実際、作業手順を教える
ことは作業の一環であって、注力する程度の問
題ではあるが、一般的にOJTは研修とは呼ばな
い。
図11は、研修を実施しているかどうかを問
うている。研修を実施（59%）している企業の
方が図９の予算（35%）を計上している企業よ
りも多いのは、両者の相違24％の企業の研修の
実施が勤務時間中に自社内部で行われているこ
とを意味している。実際、図12に見られるよう
に外部委託をしていない企業（52%）、すなわち
企業内研修を行っている方が外部委託をしてい
る企業（48%）より若干多くなっている。
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図８　日本の対越直接投資（単位：億円）
（データ）財務省（2014）より作成
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図９　研修予算（116社）
（出所）JICA（2014）
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図10　年間研修計画（116社）
（出所）JICA（2014）
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図11　研修の実施（116社）
（出所）JICA（2014）
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48％52％
図12　研修の外部委託（114社）
（出所）JICA（2014）
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４‒２．中間管理職の課題
前出の図11でベトナム人中間管理職の育成
の研修を実施していると答えたのが 、59％と
過半を超えている割合は次の図13でベトナム
人中間管理職と日本人経営者との間で使用され
ている言語が、日本語である割合が57％（日本
語26％＋日越通訳31％）であることに対応し
ている。したがって、残りの使用言語43%につ
いて日系企業の日本人経営者が人材不足を感じ
ていることになる。
日本語を使用できるベトナム人中間管理職に
関する不足感は、前出の図４から図５にかけて
日系企業の直接投資残高の構成比が外資系企業
全体の中で２％程度上昇していることや図８で
この８年間に直接投資額が19倍に増えている
のに図７で日本語学習者はこの６年間に1.6倍
ほどしか増加していないこと等を背景に、ます
ます高まることが予想され、その解消にかなり
の時間を要することが懸念される。
認可後の直接投資が実施ベースに移行し、中
間管理職需要に反映されるタイムラグは１年程
度であるが、中間管理職の日本語教育のタイム
ラグは１年をはるかに超える。したがって直接
投資の実施ベースに対応するのでは人材不足の
ギャップが恒常的に拡大する一方となる。せめ
て認可ベースの情報に対応するのでなけれ人材
不足のギャップは多少とも解消されることには
ならない。
実際、図14に見られるように製造業に対象
が限定されてはいるが、管理職クラスの人材確
保が困難であると答えている企業の割合が、国
際協力銀行がこの項目でアンケートを取り始め
てから、有効回答数の20%ほどの水準を下回っ
たことがない。とくに近年は30％近くで平準化
している。ただし、このアンケートは毎年同一
企業について回収されたものではなく、またサ
ンプル数も年によって異なることに留意する必
要がある。
４‒３．中間管理職の研修モデル
本節の最後に、中間管理職の研修を含むモデ
ルを提示し、その均衡条件を求めることにす
る。まず、中間管理職一人当たりの研修費用を
ｋとする。日系企業はkをコストとして認識す
るため中間管理職に対する費用総額は、
 (w2 + k) N2
となる。したがって、前出の管理効率関数は、
（2）’ A1 = A1 (α2 (w2, k) N2),
と修正される。（2）’において、中間管理職の効
率関数のw2とkに関する偏微分係数について
は、
 αw2 ≡∂α2 /∂w2 > 0,
 αk≡∂αk /∂k > 0,
すなわち、賃金引き上げの効果については（2）
と同様であるが、研修費用ｋの増加について
も、中間管理職の管理効率を引き上げると想定
する。そこで、日系企業の経営者の視点から見
た研修費用を含む日系企業の利潤は、経営者自
身の報酬を除外した形で、
日本語 26％
日越通訳 31％
英語 40％
英越通訳 2％
その他 1％
26％
31％
40％
2％ 1％
図13　使用言語の構成比
（出所）JICA（2014）
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図14　管理職クラスの人材確保難（%）
（データ）国際協力銀行（2003～ 2013）より作成
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（3）’ π≡X－w1N1－(w2 + k) N2－rK,
と修正される。ここでも（3）と同様に、日本
本社あるいは日本の親会社の視点を考慮するこ
となく、これをw2, k, N2のそれぞれについて微
分し、利潤最大の１階の均衡条件を求める。ま
ず、中間管理職の雇用者数については、
（6）” ∂π/∂N2 = X’N1αA1A’1α2－w2－k = 0,
すなわち、前出の（6）との違いは、中間管理職
労働の限界収入に対する貢献（X’N1αA1A’1α2）
が研修の効果により、中間管理職の効率性を高
め、利潤最大の均衡のために、一人当たり研修
支出ｋの大きさだけ増加しなければならないこ
とである。
上の図15に描かれている研修を含む管理効
率関数は、研修がない場合の図３の管理効率関
数を研修による効果分だけ上方にシフトさせた
曲線であり、研修費用ｋの増加に対応し、限界
収入も同じ大きさだけ増加している。同様に、
賃金と研修費用に関しても、
（7）’ ∂π/∂w2 = X’N1αA1A’1N2αw2－N2 = 0,
（17） ∂π/∂k = X’N1αA1A’1N2αk－N2 = 0,
すなわち、利潤最大の均衡において、（7）’の賃
金上昇の効率上昇に与える効果αw2 と（17）の
研修費用の増加の効率上昇に与える効果αkと
はN2の大きさで均等でなければならない。そ
こで、（7）’と（17）より、
（18） αw2 =αk,
となるが、これは経営者のサイドからの均衡条
件であり、ベトナム人中間管理職の視点からは
全く異質のものの均等となる。すなわち、経営
者にとっては、賃金も研修費用も同じコスト認
識であるが、中間管理職にとっては、受け取り
は賃金のみであり、研修費用は自らの効率性の
向上が体化され、知的財産の一つとなるのにも
関わらず、業務の一環として認識される。ある
いは、企業が費用を支出して中間管理職の個人
的な知的財産を形成したにもかかわらず、その
財産を企業から付与されたという認識がなく、
研修という業務を課されたという意識しかな
い。この認識のギャップが日系企業の憂慮する
job-hoppingの 原 因 と な る。 そ こ で、（7）’，
（17），（18）より、Solow（1979）条件は以下の
ように修正される。
（8）” αｗ2 (w2 + k) /α2 =αk (w2 + k) /α2＝1,
すなわち、中間管理職の管理効率の単位費用
（w2+k）に関する弾力性が１となる。賃金と研
修費用に関する２つの弾力性が均等となってい
るのは、経営者にとっては中間管理職に対して
支出する賃金も研修費用も損益勘定においては
同等であることを表している。あるいは利潤最
大化モデルをそのように設定していることを意
味している。すなわち、経営者がベトナム人中
間管理職自身が、効率賃金w2と研修費用kとを
どのように認識しているかという配慮を、ここ
でのモデルでは視野に入れていないことを考慮
する必要がある。そうしたjob-hoppingを念頭
においた中間管理職の効用関数をモデルに盛り
込めば、中間管理職の合理的行動から、より現
実的な描写が可能となる。
５．おわりに
海外現地法人を３社（生産拠点１社以上）以
上有する製造業992社を対象とした国際協力銀
行（2013）の2013年７月から10月にかけて実
施されたアンケート調査（回答企業数：625
社；回答率：63.0%）によると、360社からの回
答で、次表に示されているようにベトナムは回
答社数96社、得票率26.7%で有望投資先の第５
0
α2N2
α2N2
A1
（w2+k）N2/X’N1αA1
A’1
図15　研修を含む管理効率関数
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位にランクされている。付表にもあるように、
安価な労働力が、市場の成長性についで、アン
ケート調査でその理由の第２にランクされてい
る。しかし、同時に課題として、管理職クラス
の人材確保が困難という回答が課題の第３位
で、132社中36社（27.3％）によってあげられ
ている。
ベトナム人の日本語能力はある意味で日系企
業にとっては現地経営のインフラとも解釈でき
る。ベトナムにおけるインフラ援助で先進国で
最大の金額を投資してきたJICAは、そのこと
も視野に入れてはいるが、現時点では、産業技
術インフラに重点を置いている。しかしそうし
た援助はハードの援助と同様に後発外資系企業
の韓国系や中国系などによってfree-rideされる
ことが懸念される40。かつてのひも付き援助か
ら脱却した日本の援助は、つねにそうしたフリ
ーライダーにただ乗りされるリスクを抱えてい
る41。そのような日本を除く外資系企業が日本
の援助によって構築されたインフラを利用し
て、日系企業との取引を拡大するのであれば、
日本の援助は生きることになるが、多くの外資
系企業は日系企業と競合する業種で活動してい
る42。
日本語能力は日系企業においてもっとも高く
評価されるので、ベトナム人中間管理職も日系
企業の研修で身に着けた日本語能力を日系以外
の他の外資系企業で生かすのは難しい。かり
に、job-hoppingするとしても、他の日系企業以
外にはその能力を高く評価されることはない。
とすれば、ある企業が日本語研修にコストをか
けたとしても、日系企業全体ではリスクはない
が、その日系企業にとってはリスクとなる。日
本政府のインフラ援助資金を管理している
JICAにベトナム人中間管理職養成のための援
助が視野の隅にしかないとすれば、ベトナム日
本商工会のような任意団体組織が代役を担うと
いう方法がある。あるいはベトナム日本商工会
などを通してベトナム日本人材協力センター
（VJCC）などに中間管理職養成のための資金を
流すという方法もある43。公的資金は個別企業
のリスク負担を軽減することが最大の効能であ
るから、JICAに対する働きかけが必要である44。
更に語学教育は聴覚能力の高い弱年層を対象と
すると、より効果が高まるので、15歳までの中
等・初等教育における日本語教育が充実してい
ないことと、それらが実施されている対象が公
的教育に限定されていることから、中等・初等
の生徒を対象とした民間日本語学校に対する
JICAや国際交流基金などの公的支援が有効で
あると考えられる45。
最後に、中間管理職が研修後にjob-hopping
するという懸念に対しては、中間管理職が研修
費用を現物給与として認識するように、研修費
用を一旦給与として支給し、所得税が増加しな
いような工夫をほどこし、あらためて研修費用
をベトナム人中間管理職から徴収するという方
法が多少効果を持つ可能性がある。この方法で
あれば、自らの支出で研修を受けることにな
り、かつて日本語を自らの支出で学習した経験
と重なり、日本語学習の費用は家族やアルバイ
トで賄ったが、研修費用は日系企業によって賄
表　今後３年程度有望事業展開先国・地域
順位 國・地域 回答社数 得票率（%）
1（  3） インドネシア 219（215） 44.9（41.8）
2（  2） インド 213（290） 43.6（56.4）
3（  4） タイ 188（165） 38.5（32.1）
4（  1） 中国 183（319） 37.5（62.1）
5（  5） ベトナム 148（163） 30.3（31.7）
6（  6） ブラジル 114（132） 23.4（25.7）
7（  7） メキシコ 84（  72） 17.2（14.0）
8（10） ミャンマー 64（  51） 13.1（  9.9）
9（  8） ロシア 60（  64） 12.3（12.5）
10（  9） アメリカ 54（  53） 11.1（10.3）
11（15） フィリピン 39（  21） 8.0（  4.1）
12（11） マレーシア 37（  36） 7.6（  7.0）
13（12） 韓国 28（  23） 5.7（  4.5）
14（14） 台湾 23（  22） 4.7（  4.3）
14（12） トルコ 23（  23） 4.7（  4.5）
16（16） シンガポール 19（  16） 3.9（  3.1）
17（17） カンボジア 12（  13） 2.5（  2.5）
18（20） ドイツ 10（   6） 2.0（  1.2）
18（23） 南アフリカ 10（   3） 2.0（  0.6）
20（23） ラオス 9（   3） 1.8（  0.6）
（データ）国際協力銀行（2013）より作成
（注）数字は2013年の、括弧内は2012年のデータ39
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ってもらっているという認識が醸成され、Akerlof
（1982, 1984）の論ずるgiftという感覚が植えつ
けられ、job-hoppingを思いとどまらせるという
効果が期待される46。あるいは、業務として強
制的に研修を受けさせるのではなく、研修費用
を明示したうえで研修希望者を募集して、年功
序列により報酬が将来的に逓増してゆくことを
伝えたうえで、研修に参加させるという方法も
有効性があると考えられる。すくなくとも人的
資産の形成に日系企業が費用負担をしていると
いう認識をベトナム人中間管理職に植えつける
ことが肝要である。
以上本稿では、日系企業の視点から利潤最大
化のモデルを構築し、効率賃金と雇用量の均衡
条件を吟味したが、すでに伊藤・森谷（2009）
は中間管理職の視点からモデルを構築してお
り、そうしたベトナム人中間管理職の効用関数
を設定した議論も検討に値する。さらに、本稿
の議論はベトナム人中間管理職のみでなく、他
の外国人中間管理職にも応用可能であり、
JICA（2014）によるアンケートを援用した議
論を除くと、ベトナム人中間管理職に議論を限
定する必然性があまり強くない。そうした批判
は当然予想されるが、議論にそうした偏りが存
在するのは、今回の現地調査の活用を意図した
ためである。いずれにしても、数日間のハノイ
における現地調査をもとにベトナム人中間管理
職の現状と課題について簡略に論じたが、調査
予算と調査時間の不足で、必ずしも十分な調査
が行えたとは言い難い。また、日系企業の研修
に関するアンケート調査に関してJICA（2014）
の資料を活用したが、いずれ十分な調査予算と
時間を用意して、効率賃金の詳細な実態調査を
含め、自前のアンケートを実施しなければなら
ないことを自覚している。本稿には様々な欠陥
のあることは十分に承知しており、諸批判を甘
受することを回避するつもりは毛頭ないが、締
め切りと紙数の制約から残された諸問題につい
ては今後の課題としたい。
付表　月額基本給（米ドル、括弧内=ドン）47
ハノイ ホーチミン ダナン
ワーカー（一般工職） 145（  3,026,642） 148（  3,084,996） 107（  2,233,333）
エンジニア（中堅技術者） 342（  7,126,956） 297（  6,186,388） 168（  3,500,000）
中堅管理職（課長クラス） 787（16,397,794） 653（13,603,489） 336（  7,000,000）
非製造業スタッフ（一般職） 418（  8,713,621） 440（  9,173,513） 320（  6,669,000）
非製造業マネージャー（課長クラス） 976（20,318,250） 1,222（25,443,794） 830（17,284,667）
法定最低賃金 113（  2,350,000） 113（  2,350,000） 101（  2,100,000）
（データ）JETRO（2013b）より作成
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（2001）を参照されたい．
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JETRO（2010）を参照されたい．
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体と想定する．したがって，現地の一般労働者と
中間管理職の管理は，現地日本人経営者も含めて
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ては，石田（1985）を参照されたい．
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本給については，付表を参照されたい．国際協力
銀行（2013）によるとこの給与水準がベトナム
を投資先とする有望な理由の第２位（回答社数
146社中84社：57.5%）になっている．ちなみに
第1位はマーケットの成長性で97社（66.4%）と
なっている．
10　効率賃金仮説については，Weiss （1990）， 
Milgrom and Roberts （1992）， Riveros and 
Bouton （1994）， Romer （2006）， Danthine and 
Kurmann （2006）， Bradley （2007）， Fan （2007）， 
寺崎（2008），Yu （2009），大槻（2010）， Ryska 
and Prusa （2010）， Wane （2010）， Stavrevska 
（2011）， Wu （2012）を参照されたい．とくに途
上国については中村（2008）を参照されたい．
11　L e i b e n s t e i n （1957a）， S t i g l i t z （1974）， 
D a s g u p t a a n d R a y （1986）， C a r m i c h a e l 
（1990）， Basu （1997）， Bardhan and Udry 
（1999）， Dalgaard and Strulik （2011）， Estevez 
（2011），中村 （2012）などを参照されたい．
12　ベトナムの自営業や行政部門において一人当
たりGDPが最低水準にあることについては，寺
崎 （2014）を参照されたい．自営業や農業におけ
る賃金が最低水準であるのは，寺崎 （2012a）で
論じられているように，膨大な偽装失業が存在す
るためである．
13　Shapiro and Stiglitz （1984）， Ross and Zenou 
（2008）を参照されたい．
14　とくに，Stiglitz （1974, 1987）， Salop （1979）
などを参照されたい．
15　とくに，Weiss （1980）， Malcomson （1981）
などを参照されたい．
16　Akerlof （1982, 1984）を参照されたい．
17　とくに知識経営における中間管理職の役割の
議論については，後藤 （2002）を参照されたい．
また，情報技術と中間管理職の役割については，
上林 （2002），廣岡 （2007）を参照されたい．研
究開発に関する役割については蔡 （1997）を参
照されたい．企業理念との関係については澤本・
若月・的場・白木 （2002）を参照されたい．
18　管理者としての中間管理職の一般的な問題に
ついては金井 （1984, 1991），髙橋 （1900），塩見 
（2000, 2009），佐藤 （2004）を参照されたい．ま
た，本稿では十分なデータがないため触れていな
いが，中間管理職についてどのような属性が考え
られるかということについては金子 （1991）を
参照されたい．本稿では中間管理職自体のイノベ
ーションについては論究していないが，これにつ
いては山本 （1994），十川 （2000），橋本 （2010），
新村 （2011）を参照されたい．また同族経営中小
企業における役割については瀬戸 （2008, 2012）
を参照されたい．
19　比較優位の原理については，たとえば寺崎 
（2012c）を参照されたい．
20　ベトナムに限定された議論ではないが，日系
企業の場合，最終的な経営判断は日本本社の経営
トップが掌握していることが多い．本稿では，日
系企業の経営判断は親会社とは分離して考察す
るが，そうした海外現地法人の実質的な責任の所
在に関するアンケート調査については，国際協力
銀行 （2012）を参照されたい．
21　利潤最大の２階の条件については満たされて
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いることを前提し，省略する．
22　生産要素の限界生産力説については，寺崎 
（2011）を参照されたい．
23　最低賃金の引き上げは一般的に失業を増加さ
せる可能性があるが，逆に減少させるという議論
については，Bau and Felkey （2009），中谷 
（2013）を参照されたい．また，効率賃金と最低
賃金の関係についてはGeorgiadis （2013）を参照
されたい．2013年のホーチミンとハノイの法定
最低賃金の水準は付表にある．
24　ベトナム経済における非自発的失業の存在に
ついては，寺崎 （2012a）を参照されたい．
25　留保賃金という概念については，寺崎 （2008）
を参照されたい．
26　十分な食料を入手できる賃金水準という途上
国 の 労 働 者 の 栄 養 モ デ ル の 嚆 矢 と し て，
Leibenstein （1957a）を参照されたい．
27　日本商工会は外国商工会設立についてのベト
ナム政府発効議定に基づき，ハノイ市人民委員会
の承認を得て運営している外国商工会である．
28　丁 （1996）が論じているように，中間管理職の
職能を縦に分化させていけば，管理階層の数は増
加する．ただし，階層が増加すればするほど，時
間と情報伝達の正確さが失われ逆に管理効率が
低下す可能性がある．
29　本稿では，Radner （1992）， Qian （1994）が論
じる最適階層については触れていない．
30　中間管理職の昇進については，金子 （1995）を
参照されたい．
31　中間管理職のキャリアに関する議論について
は，若林 （1988），若林・斎藤 （1988）を参照さ
れたい．
32　ここでいう動学的というのは単に長期という
意味で，変数相互間に時差があるという意味では
ない．効率賃金の動学的モデルについては，
Guerrazzi （2008）を参照されたい．
33　日本的経営という概念については，寺崎 
（2015）を参照されたい．
34　構成比１%未満の国は省略している．また，こ
のサイトのデータは2014年10月に確認した時点
では削除され，Ministry of Planning & Investment
のサイトに移動している．
35　構成比が１%以下の国は省略している．
36　実際，今回の現地インタビューでIT労働者と
してベトナム人を雇用している企業はそのよう
な戦略を取っていることが分かった．
37　ベトナムの高等教育全般については，たとえ
ば，Nguyen （2010）， 松田 （2010），南部・関口 
（2011）などを参照されたい．
38　人材育成の具体的な事例については，JETRO 
（2013a）を参照されたい．
39　今後３年程度について有望と考える事業展開
先・地域名を５つまで回答している．得票率は得
票数を回答社数で除した値である．
40　ここでいうfree-rideという概念とその経済学
的意味については，寺崎 （1998），Terasaki （1999），
飯田・大野・寺崎 （2010）を参照されたい．
41　国際公共財としての援助の諸問題については，
寺崎 （1996, 2004, 2006）を参照されたい．
42　実際，JICAがベトナムのインフラ建設に関し
て入札を行うと，中国系企業が落札するとこがあ
る．しかし，そのプロジェクトの品質は低位にあ
るというインタビュー結果を得ている．
43　J ICAはVJCC （V i e t n am - J ap an Human 
Resources Cooperation Center）活用のためのア
ンケート調査を2014年６月から８月にかけて行
っている．その結果を受けて，資金が投入される
かどうかは今後の課題である．
44　その他の日本語教育の課題については，水野 
（2010）を参照されたい．
45　たとえば，KUMONが初等・中等教育の課外補
習授業で諸外国で，高い評価を得つつあることが
参考になる．初等・中等教育として民間の日本語
学校が設立されているという情報は，いまだ入手
していない．
46　Akerlof （1982, 1984）の労働者のgift認識は，
市場を上回る賃金を提供されたことにより，生産
効率を高めるという議論である．
47① 米ドル換算レートは2012年10月の平均レート
である．
 ② 実務経験は一般工職と一般職が３年程度，中堅
技術者が５年程度，課長クラスが10年程度で
ある．
 ③ 諸手当，社会保障費，残業代，賞与などは含ま
れていない．

